取材源の秘匿

発表日：2006年12月20日

発表者：恩田瞬一、遠藤和秀、羽鳥達彦、池浦慧
前回の復習

・表現の自由→報道の自由→取材の自由→取材源秘匿権の順に導く

・なぜ、取材源秘匿権によって表現の自由が守られるのか？

・取材の自由は憲法上の権利か？

・証言強制と情報流通の阻害の因果関係は証明できるか？

・ジャーナリストを特別扱いすることは妥当なのか？

・取材源秘匿権と対立する利益は何か？

・「公正な裁判」の保障

結び：取材源秘匿権を個人の人権として認められるか？

民訴・刑訴

民事訴訟法197条

　次に掲げる場合には、証人は、証言を拒むことができる。
一　第百九十一条第一項の場合
二　医師、歯科医師、薬剤師、医薬品販売業者、助産師、弁護士（外国法事務弁護士を含む。）、弁理士、弁護人、公証人、宗教、祈祷若しくは祭祀の職にある者又はこれらの職にあった者が職務上知り得た事実で黙秘すべきものについて尋問を受ける場合
三　技術又は職業の秘密に関する事項について尋問を受ける場合
２　前項の規定は、証人が黙秘の義務を免除された場合には、適用しない。
刑事訴訟法149条　

医師、歯科医師、助産師、看護師、弁護士（外国法事務弁護士を含む。）、弁理士、公証人、宗教の職に在る者又はこれらの職に在つた者は、業務上委託を受けたため知り得た事実で他人の秘密に関するものについては、証言を拒むことができる。但し、本人が承諾した場合、証言の拒絶が被告人のためのみにする権利の濫用と認められる場合（被告人が本人である場合を除く。）その他裁判所の規則で定める事由がある場合は、この限りでない。
民訴

判例（ＮＨＫ、読売）

・民訴197条1項3号によって、記者の取材源秘匿を認めることは妥当か？

刑訴

・列挙主義は崩せるか？

・崩せるとして、その要件は？

・崩せるとしても、なお残る問題

ジャーナリストを類推適用することはできるか？
